
電気通信事業法施行規則等の一部改正に係る省令案等のうち、第二種指定電気

通信設備との接続に係る事項 (＊１)に対して提出された意見 (＊２)の提出者の一覧 

 

（受付順、敬称略） 

意見提出者（計７件） 

受付 意見受付日 意見提出者 

1 平成 29 年 7 月 5 日 個人 
2 平成 29 年 7 月 24 日 株式会社ケイ・オプティコム 
3 平成 29 年 7 月 24 日 一般社団法人テレコムサービス協会 
4 平成 29 年 7 月 24 日 株式会社ＮＴＴドコモ 
5 平成 29 年 7 月 24 日 ソフトバンク株式会社 
6 平成 29 年 7 月 24 日 ＫＤＤＩ株式会社 
7 平成 29 年 7 月 24 日 個人 

 
（＊１）以下、省令案等に係るもの。 

＜省令案＞ 
・電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令案 
（第 23 条の 9 の 3 及び第 23 条の 9 の 5） 
・第二種指定電気通信設備接続料規則の一部を改正する省令案 
（第 4 条第 2 項、第 13 条及び第 16 条） 
 
＜告示案＞ 
・平成 28 年総務省告示第 107 号（情報の開示に関する事項を定める件）の一部を改正

する告示案 
 
（＊２）次ページ以降の意見のうち（略）としているものは、再意見募集の対象でないもの。 
 
  

 別紙２ 



 
意 見 書 

 

平成 29年 7月 5日 

 

 総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 あて 

 

              郵便番号 

              （ふりがな） 

              住所（所在地） 

              （ふりがな） 

              氏名（法人又は団体名等）（注１） 

              電話番号 

              電子メールアドレス 

 

 「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。併せて、連絡

担当者の氏名を記載すること。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙にはページ番号を記載する

こと。 



（別紙） 

 

2017 年 1 月に電気通信紛争処理委員会の答申が出るまで「当該 SIM カードの提供を求め

る行為は、接続の請求の一環をなす」かどうかを明らかにしてこなかったことは、総務省の

瑕疵です。日本通信が申し立てをしなければ、今でも SIMカードの種類と機能について接続

約款に明記されることはなかったでしょう。 

 

すでに MVNO への差別的な機能制限が掛けられた MNO端末が何千台も流通しているはずで

す。iOS 端末についてはキャリア設定の変更により即座に制限を解消できるとしても、

Android OSほかの端末については端末ごとにソフトウェア更新が必要で、どうせ既存販売

分はそのままです。 

 

KDDIは VoLTE対応 SIMカードの ICCIDを MVNO 個別に変更することで、2年半にわたって

MVNO の活動を妨害できましたし、ソフトバンクも特定の iPhone/iPad 対応 SIM カードの

IMSIを MVNO に使わせないことで、日本通信のサービス開始を半年以上遅らせることに成功

しました。 

 

業務改善命令が出た時点で従えば良いだけの話で、課徴金や罰則などもありませんから、

結局は「やったもの勝ち」がはびこる業界です。 

 

総務省の無能ぶりには本当に頭が下がります。 

以上 



意 見 書 

 

 

平成２９年７月２４日 

 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

 

郵 便 番 号   530-6116 

（ ふ り が な ）    おおさかし きたく なかのしま ３ちょうめ３ばん２３ごう 

住      所    大阪市北区中之島３丁目３番２３号 

（ ふ り が な ）    かぶしきがいしゃ けい・おぷてぃこむ 

氏      名    株式会社 ケイ・オプティコム 

だいひょうとりしまりやくしゃちょう   ふじの  たかお 

代表取締役社長     藤野 隆雄 

 

 

 

 

「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙のとおり

意見を提出します。  





 
 

平成 28年総務省告示第 107 号

（情報の開示に関する事項を定め

る件）の一部を改正する告示案 

第二種指定設備設置事業者に対して、本告示案で示され

た事項の情報開示義務を課すことは、第二種指定設備設置

事業者と MVNO 間の情報の非対称性を軽減する取り組みで

あり、本告示案に賛同いたします。この措置に加えて、第

二種指定設備設置事業者が本告示に則って適切に情報開

示を行っていることについて、総務省殿において適時確認

いただくよう要望します。 

また、「平成 28年総務省告示第 107号第二条第六号（見

込みの額に関する情報）」については、見込みの額と実際の

額との乖離に対する懸念はあるものの、新規参入する事業

者にとっては予見性の観点で有用な情報と考えられ、既存

の事業者にとっても今後追加される新機能について予見

性が高められるものと考えます。そのため、見込みの額の

算定に関する前提を明確にするなどして、乖離額が生じる

ことへの配慮を行った上、公表することが望ましいと考え

ます。 

なお、必要に応じて見込みの額と実際の額の乖離が生じ

た要因を検証していくことも有効であると考えます。 

MVNOに係る電気通信事業法及び

電波法の適用関係に関するガイド

ラインの改定案 

（略） 

 
以 上 



  

 

意見書 

 
平成２９年７月２４日 

総務省総合通信基盤局 

 電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号 103-0013 

住所 

東京都
とうきょうと

中央区
ちゅうおうく

日本橋
にほんばし

人 形
にんぎょう

町
ちょう

3
３

-10-2 

              フローラビル 8 階 

                        氏名 

                          一般
いっぱん

社団
しゃだん

法人
ほうじん

テレコムサービス 協 会
きょうかい

 

                            会 長
かいちょう

   鈴
す ず

 木
き

  幸
こ う

 一
い ち

 

  

「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙 

とおり意見を提出いたします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 

 

  

意見書 

 

 

平成29年7月24日 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号  100-6150 

住 所  東京都
とうきょうと

千代田区
ち よ だ く

永田町
ながたちょう

二丁目
に ち ょ う め

11番
ばん

1号
ごう

 

                    氏 名  株式
かぶしき

会社
がいしゃ

Ｎ Ｔ Ｔ
えぬてぃてぃ

ドコモ
ど こ も

  

                                      代表
だいひょう

取締役
と り し ま り や く

社長
し ゃ ち ょ う

 吉澤
よしざわ

 和弘
かずひろ

       

 

 

 

「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙 

のとおり意見を提出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 （別紙） 

 

「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等」に関して、意見提出の機会をいただき、 

厚く御礼申し上げます。 

つきましては、当社の意見を以下のとおり提出させていただきますので、お取り計らいの程宜しく 

お願い申し上げます。 
 

【総論】 

我が国のモバイル市場は、モバイルの活用により企業活動の効率化や事業拡大が実現され、M2M 

やクラウド、ビッグデータ、IoT 等の新技術の発展により、多種多様な産業やサービスが生み出されて 

おります。 

 当社も、MVNO を含めた広範囲の異業種のプレーヤーとの連携を通じ、絶え間ないイノベーションを 

推進することで、我が国の世界最高水準の ICT 基盤を更に普及・発展させ、国際競争力・産業競争力 

の向上に貢献する所存です。 

 

この点、平成 26 年 12 月の「2020 年代に向けた情報政策通信の在り方 答申」（以下、「2020 答申」 

という）等を踏まえ、電気通信事業の公正な競争の促進と、様々な業種の企業との連携により新事業・ 

新サービスの創出を促進するため、平成 27 年 5 月に電気通信事業法の改正が行われたと認識しており

ます。 

 

当社はこれまでも法令・ガイドラインに則り適切な事業運営に取り組んでおるところ、今般の関係省令 

等はモバイル市場における公正競争環境の向上に資する点について賛同致しますが、今般整備される 

関係省令等の運用にあたっては、多様な事業者との連携の加速、イノベーションの促進という2020答申 

の趣旨を鑑み、萎縮効果が生じることのないよう、十分な配慮と柔軟な運用をお願い致します。 

 

また、MVNO 利用者の拡大に伴い、その利用者保護に係る社会的責任は益々増大する一方、MVNO 

に係る様々な問題が顕在化しております。 

今後、MVNO 市場の更なる拡大が見込まれる中、モバイル市場の健全な発達の観点及び利用者保護 

の観点から、MVNO においても、電気通信事業者として求められる責務が十分に履行されるよう、早急な 

制度整備が必要と考えます。 

 

なお、制度整備にあたっては、これまでの累次のルール整備と同様に、関係事業者の負担にも配意し、 

関係事業者を含めたオープンな議論を尽くした上で、行われることが望ましいと考えます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

【各論】 

第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二十八年総務省令第三十一号）の一部改正案 

該当箇所  意見 

第 4 条第 2 項 

 

第二種指定電気通信設備接続料規則（以下、「接続料規

則」という）は、「第二種指定電気通信設備との接続に関し当

該第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取

得すべき金額に関して、電気通信事業法第 34 条第 3 項第 1

号ロの機能、機能ごとの適正な原価及び適正な利潤の算定

方法並びに精算に関する事項」を定めるものと認識しておりま

す。 

 

「回線管理機能」及び「SIM カード」は、第二種指定電気通信

設備に該当しないにも関わらず、改正概要に記載のとおり、

「データ伝送交換機能について、当該機能による通信を成立さ

せるために不可欠な構成要素」である点のみをもって、あたか

もアンバンドル機能であるデータ伝送交換機能の一部として

取り扱い、当該料金を接続料規則に定めることは、接続料の

解釈を拡大させるものと懸念しております。 

 

仮に、第二種指定電気通信設備以外の料金を接続料規則

に定めるとのことであれば、今後、接続料の解釈が拡大され

ることのないよう、その対象は「回線管理機能」及び「SIM カー

ド」のみが該当すること、及び「通信を成立させるために不可

欠な構成要素」以外の要件について、明確にお示しいただくこ

とを要望します。 

 

なお、「回線管理機能」及び「SIM カード」に係る料金の算定

方法の適正性・公平性の向上を図る目的を踏まえれば、電気

通信事業法施行規則、または MVNO に係る電気通信事業法

及び電波法の適用関係に関するガイドライン等に規定する方

法もあると考えます。 

 

加えて、「SIMカード」については、今後、ソフトSIM等の物理

的な媒体を必要としない形態が想定される中、イノベーション

促進の観点を踏まえれば、現在提供している SIM カードのみ

が該当するものと認識しております。 



 

 

平成 28 年総務省告示第 107 号（情報の開示に関する事項を定める件）の一部改正案 

該当箇所  意見 

 

 

 

第 2 条第 1 項第 6 号 

 

 

 

  

 本号において規定される料金は、接続事業者の要望に基づ

き、個別占有的に利用する電気通信設備や通信用ソフトウェ

アの設置・改修・開発を行う際の費用であり、事業者要望、ネ

ットワーク機器ベンダからの調達時期、及び按分事業者数の

変動等により、負担額が変動するものとなります。 

仮に目安額を公表した場合、接続事業者の予見性向上に

資するものとはなり得ず、却って混乱を招く可能性があるもの

と懸念しております。 

 なお、現在においては、接続事業者からの申込みに対する

回答において、必要となる負担額を提示しております。 

  

 本制度整備は接続事業者の予見性向上を目的としたもので

ある点を踏まえれば、一定の前提条件に基づく目安額を公表

する方法ではなく、事前協議等において接続事業者の個別の

要望を確認し、当該要望に応じた概算額を申込みの前に早期

提示する方法とすることが適当と考えます。 

第 2 条第 1 項第 8 号 

 

本規定については、新たに定められた算定方法により算定

した金額から開示対象となると認識しております。 

上記を踏まえれば、「原価に利潤を加えたものに対する原

価の比率」については、接続料規則第 4 条第 2 項第 2 号は原

価算定期間が 2016 年度（平成 28 年 4 月 1 日）以降のものか

ら、接続料規則第 4 条第 2 項第 3 号は 2018 年度（平成 30 年

4 月 1 日）以降に適用するものから開示すると認識しておりま

す。 

また、「原価、利潤及び需要の対前算定期間比」について

は、接続料規則第 4 条第 2 項第 2 号は原価算定期間が 2017

年度（平成 29 年 4 月 1 日）以降のものから、接続料規則第 4

条第 2 項第 3 号は 2019 年度（平成 31 年 4 月 1 日）以降に適

用するものから開示すると認識しております。 

この点、当該認識に相違が無いか確認をさせていただきた

いと考えます。 

 

 



 

 

MVNO に係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン 
該当箇所  意見 

2（2）4）ウ 

 

（略） 

2（2）4）カ 

 

（略） 

 

 

以上 



 

 
 

意 見 書 

 

平成 29 年 7 月 24 日 

 

総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号 105-7317 

住 所
（ ふ り が な ）

 東京都港区
と う き ょ う と み な と く

東新橋
ひがししんばし

一丁目 9 番 1 号 

氏 名
（ ふ り が な ）

 ソフトバンク株式
かぶし き

会社
が いし ゃ

 

代表
だいひょう

取締
とりしまり

役
や く

社長兼
しゃちょうけん

C E O
しーいーおー

 宮内
み や う ち

 謙
けん

 

 

 

 

 

「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙のとお

り意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 









意見書 

平成 29年７月 24日 

 

総務省総合通信基盤局 
 電気通信事業部料金サービス課 御中 

 

郵便番号 163-8003 
住  所  

と う き ょ う と し ん じ ゅ く く に し し ん じ ゅ く に ち ょ う め さ ん ば ん に ご う
東京都新宿区西新宿二丁目３番２号 

氏  名   ＫＤＤＩ
かぶしきがいしゃ
株式会社 

代表
だいひ ょ う

取締役
と り し ま り や く

社長
し ゃ ち ょ う

 田中
た な か

 孝司
た か し

 

 

 

 

 
「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙のとおり

意見を提出します。 
 

  



 
 

【別紙】 
（総論） 
モバイル市場は、NTT 東・西のみがボトルネック設備を有する固定市場とは異なり、複数の事業者が設備を設置し、

MVNO にとってはこれらの中から自らの条件に合致したより良い事業者を選択することができます。そうした環境の中で
MVNO を含めた移動体事業者は互いに激しい競争を繰り広げています。 
上述のような市場環境を踏まえ、モバイル市場における競争ルールについては、これまで総務省審議会・研究会等を

通じて関係事業者を含めたオープンな議論を重ねて、二種指定事業者のネットワーク機能のアンバンドルや接続料算定
方法について「電気通信事業法施行規則」や「第二種指定電気通信設備接続料規則」、「MVNO に係る電気通信
事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン」等に定められてきました。これらの累次のルールを踏まえた二種指
定事業者の自主的な取り組みによってMVNOの参入が促進され、MVNOを含めた複数事業者間の競争の進展が一
層図られてきたと理解しています。 
今般の省令等の改正は、先般開催された電気通信市場検証会議における MVNO 各社からの要望を踏まえて、

MVNO の競争環境の整備を図るものであり、真摯に対応していく所存でおりますが、現行の電気通信事業法の適用に
あたっての見解の相違があり、改正にあたっては慎重に議論をした上で行うべきと考えます。 
 
今般の省令等改正案は、主に以下の二つの点で問題があると考えております。 

 
① 電気通信事業法第 34条に定める第二種指定電気通信設備以外の「回線管理機能」及び「SIM カード」につ

いて、あたかも第二種指定電気通信設備のごとく取扱い、取得すべき金額を接続約款に定めるよう省令等にて義
務付けていること 

② 「回線管理機能」及び「SIM カード」について、アンバンドル機能には指定されていないにもかかわらず、実態を踏ま
えた議論がなされないまま、適切なプロセスを経ずにアンバンドル機能である「データ伝送交換機能」の一部として取
り扱っていること 

 
第二種指定電気通信設備接続料規則においては、「第二種指定電気通信設備との接続に関し、第二種指定電

気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額」を定めるものであり、電気通信事業法第 34 条第 1 項
から第 3項を踏まえると、第二種指定電気通信設備に係る費用を「接続料」と定義しているものと解釈しています。従っ
て、第二種指定電気通信設備に該当しない「回線管理機能」と「SIM カード」に係る費用を明確な考え方や基準なく、
接続料として第二種指定電気通信設備接続規則に規定することは適切ではないと考えます。 
また、「データ伝送交換機能」は、従来より第二種指定電気通信設備接続料規則第 4条においてアンバンドル機能

として接続料対象に規定されており、本改正案では「回線管理機能」と「SIM カード」が「データ伝送交換機能」の中に
区分されることとなっていますが、区分にあたっての明確な判断基準やその妥当性が示されないまま、あたかもアンバンドル
機能であるかのように取り扱われており、これまで適切なプロセスを経て整理されてきた接続料の解釈を安易に拡大する
ものと懸念しています。 
特に、「SIM カード」は、電気通信事業法における設備及び回線ではなく、MNO と MVNO の設備の接続に必要な

情報が書かれた媒体であり、その情報は通信を成立するために必要なものですが、その媒体自体はMVNOが独自に調
達可能であることや、将来「SIM カード」を必要としない技術的方策も予想されるなか、通信を成立させるために不可欠
な設備として見なすことは適当ではないと考えます。 



 
 

 
 
（各論） 
電気通信事業法施行規則 

該当箇所 意見 
（第二種指定電気通信設備との接続に関する接続約
款の届出） 
第二十三条の九の三 
三 接続する電気通信設備の機能に係る取得すべき金
額（第二種指定電気通信設備との接続に関し、第二
種指定電気通信設備に電気通信設備を接続する他の
電気通信事業者（次号、次条第二号及び第二十三
条の九の五第一項において「他事業者」という。）の請
求に応じ個別に開発する機能に係るもの又は機能の開
発に要した費用を当該機能を利用する他事業者の数
等で案分することにより変動するものにあつては、その公
正妥当な算定方法（案分方法を含む。）) 

他事業者の請求に応じて個別に開発する機能（網
改造機能）の開発に要する費用（網改造費用）につ
いては、開発が完了して初めてその費用が固まるもので
あるため、内容が不明な他事業者からの接続請求の内
容を予見して予め接続約款に掲載することは困難です。 
今回の改正案の趣旨は、網改造費用の額を接続約

款に規定することを求めるものではなく、その算定方法や
按分方法について具体的に記載することを求めているも
のと理解しています。 
 

（第二種指定電気通信設備との接続を円滑に行うた
めに必要な事項） 
第二十三条の九の五 
三 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事
業者が、他事業者による電気通信役務（当該第二種
指定電気通信設備と接続する当該他事業者の電気通
信設備を用いて提供されるものに限る。第三号の二及び
第三号の三において同じ。）の提供に用いられる、電気
通信役務の利用の開始、変更及び廃止並びにこれらに
関する情報の管理を行うためのシステム（以下この条及
び第二十五条の七において「役務利用管理システム」と
いう。）若しくは SIM カード（電気通信事業報告規則
（昭和六十三年郵政省令第四十六号）第十条に規
定する SIM カードをいう。以下この条及び第二十五条
の七において同じ。）の提供又は特定移動端末設備と
当該第二種指定電気通信設備との接続に関する試験
を行う場合における手続 
三の二 第二種指定電気通信設備を設置する電気通
信事業者が提供する、他事業者による電気通信役務
の提供に用いられる標準的な役務利用管理システムの
機能及び当該役務利用管理システムに関して、他事業

総論で述べたとおり、SIM カードについてはその他に代
替する方策があり、必ずしも通信を成立させるために不
可欠な要素には該当しないと理解しています。加えて、
役務利用管理システムもMVNO のサービスによっては
必要としない様態も存在し、同様のものと考えます。今
回の改正案では、同条第３項第１号ホの「接続を円滑
に行うために必要な事項」として追加されようとしています
が、明確な考え方や基準がないまま規定することは適当
ではないと考えます。 
仮に当該システム等の機能や種類、その費用について

電気通信事業法施行規則に規定するのであれば、少な
くとも規定する適用範囲や判断基準を明確にすべきであ
り、各種機能の技術的背景を踏まえた十分な議論が必
要と考えます。 



 
 

者が負担すべき能率的な経営の下における適正な原価
に適正な利潤を加えた金額に照らし公正妥当なもの 
三の三 第二種指定電気通信設備を設置する電気通
信事業者が提供する他事業者による電気通信役務の
提供に用いられる SIM カードの種類及び機能 

 
第二種指定電気通信設備接続料規則 

該当箇所 意見 
第五章 接続料の計算等（第十六条） 
［附則 略］ 
第四条 ［略］ 
２ 前項第二号の機能は、接続料を算定するために次
に掲げる部分に区分するものとする。 
一 次号及び第三号に掲げる部分以外のもの 
二 事業者が設置するその一端が特定移動端末設備に
接続される伝送路設備に関する情報の管理及び端末
の認証その他これらに付随するもの（次号に掲げる機能
を除く。） 
三 SIM カード（電気通信事業報告規則（昭和六十
三年郵政省令第四十六号）第十条に規定する SIM
カードをいう。以下同じ。）の提供に係るもの 
 
（データ伝送交換機能の接続料） 
第十三条 第四条第一項第二号に掲げる機能の接続
料は、次の各号に掲げる部分に応じ、当該各号に定め
るものを単位として設定するものとする。 
一 第四条第二項第一号 回線容量 
二 第四条第二項第二号 回線数 
三 第四条第二項第三号 SIM カードの枚数 

第二種指定電気通信設備接続料規則は、「第二種
指定電気通信設備との接続に関し当該第二種指定電
気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき
金額に関して、電気通信事業法第 34 条第 3 項第
1号ロの機能、機能ごとの適正な原価及び適正な利潤
の算定方法並びに精算に関する事項」を定めるものと認
識しておりますが、電気通信事業法第 34条第 1項を
踏まえれば回線管理機能や SIM カードはそもそも第二
種指定電気通信設備の対象外であるにもかかわらず、こ
れらの設備の取得すべき金額について接続料規則に規
定することは、「接続に関し」という文言を拡大解釈する
ものと懸念しています。 
仮に回線管理機能や SIM カードの算定方法を第二
種指定電気通信設備接続料規則に規定するのであれ
ば、その判断基準を明確にすべきと考えます。 
 
 

 
平成二十八年総務省告示第百七号（情報の開示に関する次項を定める件）の一部を改正する告示案 

該当箇所 意見 
（開示される情報） 
第二条 施行規則第二十三条の九の五第一項第一号
イ⑴に規定する情報は、次のとおりとする。 
 
六 第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二
十八年総務省令第三十一号。以下「接続料規則」とい

網改造費用については、接続事業者の要望をもとに
個別に開発する機能に応じて変わりうるものであり、要望
を伺わないまま予見性を確保できる見込み額を予め開
示することは困難です。 



 
 

う。）第四条第一項各号に掲げる機能の接続に当たっ
て利用する必要のある機能に係る取得すべき金額であっ
て、第二種指定電気通信設備との接続に関し、他事業
者の請求に応じ個別に開発する機能に係るもの又は機
能の開発に要した費用を当該機能を利用する他事業
者の数等で案分することにより変動するものの見込みの
額に関する情報 
七 特定移動端末設備と第二種指定電気通信設備と
の接続に関する試験の標準的な料金その他の情報 

従って、接続事業者との協議の中で、その要望を踏ま
えた網改造費用を可能な限り早期に開示する方が接続
事業者の予見性を確保できると考えます。 
 

 
MVNO に係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン 

該当箇所 意見 
２ 電気通信事業法に係る事項 
（２）MVNO とMNO との関係 
４）MNO とMVNO との間の協議に関する事項 
カ 障害情報の提供 
[新設] 昭和６２年郵政省告示第７３号（情報通
信ネットワーク安全・信頼性基準）では、「仮想移動電
気通信サービスを提供する電気通信事業者に対してサ
ービスを提供している場合は、迅速に障害情報を通知す
ること。」と定めている。 なお、二種指定事業者は、二種
情報開示告示第２条第４号により、ふくそう、事故等に
より自身の電気通信役務の提供に生じた支障について、
MVNO に通知しなければならない。 
また、自身が MVNE として他の MVNO に電気通信役
務の提供を行っている MVNO においては、MNO等の
提供元事業者から得た当該事故等の情報について、速
やかに提供先事業者に情報を提供することが適当であ
る。 

（略） 

 
以上 

 



 
意 見 書 

 

平成 29年 7月 24日 

 

 総務省総合通信基盤局 

電気通信事業部料金サービス課 あて 

 

              郵便番号 

              （ふりがな） 

              住所（所在地） 

              （ふりがな） 

              氏名（法人又は団体名等）（注１） 

              電話番号 

              電子メールアドレス 

 

 「電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令案等（新旧対照表）」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 法人又は団体にあっては、その名称及び代表者の氏名を記載すること。併せて、連

絡担当者の氏名を記載すること。 

注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙にはページ番号を記載す

ること。 



（別紙） 

 

省令・告示案については、業界がより公正となる事が期待出来る望ましいものであると

思われた。 

 

以上 




